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1． はじめに  

　首都直下地震の切迫性が指摘される近年，市民の
災害への備えは急務である。しかし東日本大震災以
降，市民の防災意識は低下傾向にある 1）。防災意識
を向上させるための取り組みは，学校での学校防災
教育や地域における防災訓練等が行われている。本
研究ではこれらのうち若年層を対象として，幼稚
園から高等学校を対象とした学校防災教育に注目
する。

　前報 2）では現在の防災教育に求められる，「発達
の段階に応じた系統的な指導」が考慮されにくい傾
向にある現状に着目し，学習の体系化をはかること
を目的に，学習指導要領等から防災教育目標と内容
の調査を行った。本報では前報の調査結果を用いて，
学年の違いによる防災教育内容の変化について，指
導項目を体系的に整理した上で検討・考案する。さ
らに授業実践を通した検討内容の検証を行う。
　なお検討内容は児童・生徒の他との関わりに関し
ても考察するため，自助・共助・公助に分類して示す。
自助・共助・公助については，各論文や書籍におい
て異なる定義がなされており，本研究ではこれらを
参照し，次の定義を用いる 3）。自助は「自分の身を
守るため自分自身や各家庭において災害への対応に
取り組むこと」，共助は「隣近所の人々や地域コミュ
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ニティが助け合って災害への対応に取り組むこと」，
公助は「国や都道府県，市町村等の行政機関・公的
機関，ライフライン各社による災害への対応」である。
　前報 2）における防災教育目標と内容の調査より
明らかになった問題点を修正し，本報では学年に応
じた防災教育内容の違いを検討する。検討は学年別
に行い，前報で作成した大分類・小分類を用いて具
体的な内容を体系的に示す。さらに検討内容から小
学校と中学校の授業を構成し，授業実践を通した検
証を行う。

2． 現在の防災教育目標・内容の問題点と修正  

　前報 2）では現在示されている防災教育を調査す
るため，「生きる力」を育む防災教育の展開 4）から
防災教育目標を，学習指導要領等 4）5）や防災教育チャ
レンジプラン 6）から防災教育内容を調査した。そ
の結果目標では，学年が上がるにつれて児童・生徒
の主体性の発展や視野の広がりが設定されているこ
とがわかった。さらに内容は大分類と小分類を用い
て，11の大分類と 60の小分類に分類することがで
きた。一方で目標と内容にはそれぞれ問題点が確認
された。本報では調査で明らかになった問題点の修
正を行い，学年に応じた防災教育を検討する。

2-1． 防災教育目標   

　前報の調査では防災教育目標を「知識」や「思考・
判断」等の 5つの項目に細分化し，読み取りを行っ
た。その結果防災教育内容には公助に関する内容が
示されているのにも関わらず，公助に関する目標が
示されていない，前学年に目標が示されているが，
次学年で示されていない等の目標の欠落に関して，
2つの問題点が挙げられた。この 2点について前後
の学年の目標と内容の調査結果を考慮し，目標の追
加を行った（Table 1）。表側に学年，表頭に「知識」
等の項目をとり，新たに追加した目標を表中に★で
示す。公助目標の追加に関しては，自分の住む地域
の公助から，地域全体と公助の関わりのように，公
助の関わる範囲が広がるように展開を設定した。ま
た欠落部分は内容の調査結果と比較し，さらに前後
の学年の目標を基準として追加した。修正後の目標
は「思考・判断」が幼稚園 3歳から示され，「知識」，
「危険予測」，「主体的な行動」は 4歳から，「社会貢
献・支援者の基盤」は 5歳から示される。

2-2． 防災教育内容   

　防災教育内容では前報において，学習指導要領 5），
「生きる力」を育む防災教育の展開 4），防災教育チャ
レンジプラン 6）の調査結果から，学年に応じて学習
すべき内容を自助・共助・公助にわけて検討を行っ
た。この段階で以下の問題点が明らかとなった。①
小学校から高等学校にかけて同様の内容を行ってお
り，学年に応じた内容の違いがみられない，②学習に
使用している物品に特殊なものがあり，一般化できな
い内容が含まれている，③防災教育目標に示される
目標に到達しない，その学年に適さない低い目標設定
となっている内容がある，④自助・共助・公助が不十
分な小分類があるの 4点である。本報ではこれらの
問題点を解消するように，具体的な展開を検討する。

3． 学年に応じた防災教育の検討  

　以上の調査・修正結果をふまえて，幼稚園から高
等学校までの具体的な展開を検討する。目標を学習
の深度の基準として用い，内容からその学年で扱う
ものを決定し，学年ごと，自助・共助・公助ごとに
構成する。なお成長にともなう変化が少ないと考え
られる中学校と高等学校に関しては，展開を校種ご
とに定めている小分類もある。構成のポイントは，
①各小分類で展開を構成する，②展開の明確さを考
慮し，一部の小分類をまとめる，③特殊な物品を使
用しない一般的な内容でまとめるの 3点である。
　内容は防災教育チャレンジプランの実践事例を基
に考案し，それぞれが授業を構成する際の学習のね
らいとなるように示す。
　各学年に該当する小分類を，自助・共助・公助と
合わせて Table 2に示す。この該当する小分類に具
体的な内容を設定した。例として大分類「火災」，
小分類「初期消火」について Table 3に示す。
　検討した内容について，おおまかな展開を校種ご
とにまとめる。幼稚園では日常生活の中で安全や危
険に触れ，地震時の危険や怖さを見て学ぶ。小学校
では災害時の様子を体験的に学び，対処の方法を考
える。中学校では地震や津波のメカニズムや，災害
の根本に関わる内容を学ぶ。避難所の生活について
考える。高等学校では危険を予測し，適切な判断力
を養う。自分より下の学年に，災害について伝える
となっている。
　次に各学年に該当する小分類数に対する自助，共
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助，公助の割合をみる（Fig. 1）。グラフ中の母数は，
各学年に該当する小分類数を表す。自助内容はすべ
ての学年において，約 8割以上の小分類に含まれる。
共助内容はおおよそ学年が上がるにつれて増加す
る。これは学年が上がるにつれて地域の活動に参加
する学習が増加することが要因である。公助内容は
学年が上がるにつれておおよそ減少する。多くを小
学校のうちに学習し，より高度な内容の学習が可能

となる中学校や高等学校では，公助以外の自助・共
助に学習時間を割くことを考慮した。

4． 防災授業実践による防災教育内容の検証  

　以上の検討した内容を，小学校と中学校における
授業実践を通して検証する。検証方法は以下のとお
りである。まず学年に応じた防災教育の内容を，学

Table 1　 Revised learning objectives targeting disaster preparedness education

Table 3　An example of specific contents on disaster preparedness learning

－ 179 －

幼稚園から高等学校までの学年に応じた学校防災教育の検討



Table 2　Small classifications according to each grade
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習のねらいとして授業を構成する。次に授業を実施
し，防災教育目標と内容それぞれについて，児童・
生徒に行うアンケート等から学習のねらいが妥当で
あるかを考察する。
　本研究では小学校 3校，中学校 2校において合計
7回の授業実践を行った（Table 4）。そのうちの私
立 A小学校と，文京区立 b中学校における検証結
果を抜粋して示す。

4-1． 小学校における授業実践   

　私立 A小学校では，文京区立 C小学校で実践し
た授業の，問題点を修正した授業プログラムを用い
て検証を行った。授業概要を Table 5に示す。

　授業は地震発生時および発生直後の緊急時におけ
る対応をテーマに，地震と地震火災の基礎的な内容
に関する○×クイズと，地震，地震火災発生時の対
応行動に関する実践的な練習を中心に授業を構成し
た（Table 6）。

　C小学校からの修正点は，覚えるべきポイントが
複数になっても児童の理解が追いつくようにパワー
ポイントを用いたこと，共助をより意識させるために
授業内で繰り返しポイントを伝えたこと，児童の集中

Table 4　Class practices and target grades

Fig. 1　Percentage of self-help, mutual assistance, and public assistance

Table 5　Outline of a class

Table 6　Timetable of a class
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力を維持するため，授業の後半に教員を交えた学習
を加えたことの 3点である。学習効果の計測は授業
前に行ったワークシート，授業後に行ったアンケート
（Table 7），授業中の児童の様子の観察から行う。

　まず授業前の児童の想定力を，ワークシートから
みる。地震の揺れが止まった後にとる行動について，
「ぼうさいぶくろ」，「状況を確認」といった直後の
具体的な行動を記述できる児童が多い。火災発見時
の行動については多くの児童が「大人をよぶ」といっ
た，小学校中学年として適した行動を記述できてお
り想定力が高いといえる。その一方で「消防車を呼
ぶ」のような日常時と同様に機能しない対応策を挙
げる児童もおり，日常時と災害時の違いを認識でき
ない児童も多くいることがわかった。
　次に防災教育目標に関してみる。「知識」は災害
に関する基本的な理解ができることが目標となる。
アンケートで質問した授業内容の確認問題の正答率
をみると，今回の学習内容を理解している児童が
多数であった（Fig. 2）。またパワーポイントを用い
て解説のポイントを示したため，C小学校と比べて
解説内容を誤って理解する児童の割合が，最大で
35%から 29%に減少した（Fig. 3）。しかし複数あ
る答えの全てを覚えていられる児童が少ない傾向は
同様であった（Fig. 4）。

　「主体的な行動」については自ら危険を回避する
方法を考えられることが目標である。授業前は「消
防車を呼ぶ」等としていた児童が多数おり正答率
は 52%であったが，授業後には全員が「大声で人
に知らせる」という正しい回答を選択できていた
（Fig. 5）。このことから児童は学習を通して，正し
い行動を理解することができたといえる。これらの
考察を通して，目標についての妥当性が確認された。

Fig. 2　How do you act when an earthquake occurs?

Fig. 3　 Difference in the degree of understanding 
among children

Fig. 4　 The number of causes of fire which 
children remember

Fig. 5　How do you act when you discover a fire?

Table 7　Outline of questionnaire
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　次に学習内容についてみる。先述のように内容に
ついては，多くの児童が正しい理解をしていた。難
易度についてみると，「簡単だった」から「普通」
と回答した児童が 88%であり，普通と回答した児
童が最も多かった（Fig. 6）。このことから学習の難
易度も適切であり，内容の妥当性も確認できた。

　最後に学習意欲についてみると，授業前に地震に
興味がなかったとした児童のうち 86%が興味がわ
いたとしており，最終的に全児童の 95%が興味を
もつ結果となった（Fig. 7）。このことから実施した
今回の授業は，学習意欲の向上にも効果があったと
いえる。

4-2． 中学校における授業実践   

　文京区立 b中学校で行った授業の概要を Table 8
に示す。災害時には中学生が地域の中で様々な活動
に参加することがある。そこで b中学校では地域住
民と中学生の，災害時の共同作業を想定した授業を
構成した（Table 9）。

　授業は地域住民と中学生の混合班で行い，災害時
要援護者（要配慮者と同意）に関する○×クイズと，
避難所に集まる情報に関するグループワークを行っ
た。グループワークでは地域住民と生徒が「避難所
に集まった情報を掲示板に貼る係になった」という
設定で，掲示板に見立てた模造紙に事前に準備した
情報を貼っていく学習内容とした（Fig. 8）。

Fig. 6　Children’s assessment of the difficulty of class

Fig. 7　Change of interest in earthquakes after class

Table 8　Outline of a class

Table 9　Timetable of a class

Fig. 8　 Imitation Japanese vellum substitute for notice 
boards which children made through group work
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　学習効果の計測は授業前に行ったワークシート，
授業後に行ったアンケート（Table 10），授業中の生
徒の様子の観察，グループワークの成果物（Fig. 8）
から行う。

　防災教育目標の活動への主体的参加を目標とする
「社会貢献・支援者の基盤」に関して，まずグループ
ワーク中の生徒の様子から考察する。今回のグルー
プワークでは，最終的に中学生が自ら意見を述べ，地
域住民と話し合いながら作業を行うことができた。特
に中学生が意見を出せた班は地域住民が中学生に問
いかけ，話し合いを段階的に進める様子がみられた。
　さらにアンケートにおける「学習を通して災害時
に地域の人と協力することが想像できたか」に関す
る生徒の評価をみる。想像できた，やや想像できた
とした生徒が 90%であり，ほとんどの生徒が災害
時の協力を想像できたとした（Fig. 9）。これにより
地域住民の中で活動することを通して，実際の活動
を想像することにも効果があることがわかった。

　しかし留意すべき点もある。中学生は最終的に積
極的に参加できるようになったが，話し合いの前半
では初めて話す地域住民に気後れし，話しかけられ
ない場面もみられた。これは中学生の災害時に関す
る知識が乏しい段階で学習を行ったため，地域住民
の知識量に圧倒され発言が行えなかったことが一因
であると考えられる。そのため学習に際して基本的
な内容を事前に指導しておく，地域住民が中学生に
対し参加しやすい雰囲気をつくるといった工夫が必
要である。
　以上より社会貢献・支援者の基盤においては，活
動に主体的に参加することができ，さらに災害時の
活動の様子を想像する段階にも到達できたことか
ら，目標として妥当であったといえる。
　学習内容について，まず災害時要援護者に関する
授業前後の生徒の正答率をみる。「災害時要援護者
とはどのような人か」に関する授業前の自由記述で
は，「援護が必要な人を助ける人」といった誤った
回答をした生徒が多数おり，正答率は 30%であっ
た（Fig. 10）。しかし授業後の同様の質問に対する
自由記述では，全員が「災害時に助けを必要とする
人」といった正しい回答をしており，授業を通して
正しい認識ができたといえる。

　最後に今回の授業の難易度に対する生徒の評価を
みると，普通から難しかったとした生徒が 96%で
あり，やや難しかったとした生徒が最も多く 40%
であった（Fig. 11）。これは先述のように，災害時
に関する中学生の知識が不足していたことが一因と
して考えられる。そのため中学生の理解をより深め，

Table 10　Outline of questionnaire

Fig. 9　Can you imagine when a disaster will happen?

Fig. 10　 Accuracy rate of definition of vulnerable 
people 
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さらに主体的な学習につなげるために，災害時の状
況等の基礎的な学習を行った上で，応用的な学習を
行うといった工夫が必要である。

4-3． 実践した小学校と中学校の授業結果の比較   

　以上の小学校と中学校の授業実践の結果を比較
し，小学生と中学生の能力差について述べる。
　まず授業内の解説に対する児童・生徒の記憶量に
関してみる。先述のように小学生は解説のポイント
が複数になった場合，そのすべてを記憶すること
が困難であった（Fig. 3）。一方で中学生は小学生よ
りも多くのポイントを記憶することができる傾向に
あった（Fig. 12）。これらの点から成長に伴って解
説を正しく聞き取る力や，多くのポイントを記憶で
きる能力が向上することが考えられる。

　次に実践的な学習による効果についてみる。先に
述べた授業では，小学校では身を守る練習を取り入
れ，中学校ではグループワークを取り入れた。クイ
ズの解説部では集中力を欠いていた児童・生徒も，
実際に体を動かす授業形式になると集中し，積極的
に授業に参加していた。これは小学生と中学生で同
様の傾向にあった。このことから実践的な学習は児
童・生徒の集中力の持続や，授業に対する積極性の
向上に効果があるといえる。授業構成の際はこのよ
うな実践的な学習を各所に取り入れることにより，
学習効果の向上が期待できる。

4-4． 他の授業実践も含めた検証の総括   

　他の授業実践を含め，小学校中学年ではすべての
防災教育目標と，内容を示す 12の小分類，中学校
では 2つの目標と 4つの小分類に関して検証を行っ
た（Table 11）。検証した防災教育目標と内容に関し
ては，児童・生徒のレベルと齟齬がないことが確認
された。その中でいくつか留意する点が明らかに
なったため，抜粋して述べる。

　小学校では○×クイズや，実践的な学習を中心に
授業を構成した。児童は学習内のクイズ等の解説で
複数のポイントが出た場合，その全てを覚えておく
ことが難しく，繰り返し学習等の指導方法の工夫が
必要である。さらに日常時と災害時の対応の違いを
認識できる児童が少なく，特に意識して指導するべ
き内容であるといえる。
　中学校では主に話し合い学習を中心として，授業
を構成した。その結果集団で判断を行う場合，第三
者がいないと時間管理等の問題により最終的な決定
が困難であることがわかった。そのため段階的な指
導を行うか，十分な知識のある内容において基礎的

Fig. 11　Students’ assessment of difficulty of class

Fig. 12　 Number of definitions of vulnerable people 
which students remember

Table 11　 Learning objectives and contents which we 
inspected
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な判断を行うことが望ましいと考えられる。
　以上より防災教育を行う場合は，学年に応じた展
開のみでなく，指導方法にも留意する必要があるこ
とを明らかにした。

5． おわりに  

　本研究では学習指導要領等の調査から，学年に応
じた防災教育を体系的に示すことを試みた。本報で
はその具体的な展開の検討と，授業実践を通した内
容の検証を行った。
　学年に応じた防災教育の展開は，学年が上がるに
つれて児童・生徒自らの判断で危険を予測して回避
し，さらに自分以外の他者の安全についても配慮で
きるようになる展開として設定した。共助と公助に
関しては，学年が上がるにつれて児童・生徒が関わ
る地域などの範囲が，より広がることになる。これ
らの検討した内容は，授業実践で検証したものに関
して児童・生徒のレベルと齟齬がないことが確認さ
れた。また授業結果の考察から，さらに効果的な学
習を行うために指導方法や授業構成に工夫が必要で
あることがわかった。
　本研究で検討した防災教育内容は多岐に及び，学
校教育で全てを取り入れることは困難であることか
ら，優先度をつけて学習する必要がある。今後はこ
の体系化を生かした授業計画として，優先度をつけ
た学習を検討するとともに，防災の専門家でない教
員にも実践可能な授業プログラム等の考案が望ま
れる。

〔要　約〕
　災害が頻発し首都直下地震の切迫性が指摘される
今日，首都圏住民の災害への備えは急務である。本
研究では幼稚園から高等学校までの学校防災教育に
注目し，学年に応じた防災教育の展開を検討した。
展開は現在示される防災教育の調査を基に，自助・
共助・公助にわけて体系的に示す。検討の結果，学
年が上がるにつれて，児童・生徒は自らの判断で危
険を予測・回避し，さらに自分以外の他者の安全に

ついても配慮できるようになる展開とした。この展
開は授業実践を通して検証し，検証した内容に関し
て妥当性が確認された。今後は防災教育内容に優先
度をつけた学習や，防災の専門家でない教員にも実
践可能な授業プログラム等の考案が望まれる。
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